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建設産業の現状
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出所：国土交通省「建設投資見通し」 （平成２８年度）
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建設投資の内訳
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○ 土木工事は「公共発注」、建築工事は「民間発注」が太宗。
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土木工事の内訳

出所：国土交通省「建設総合統計」（平成27年度）
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居住産業併
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出所：国土交通省「建築着工統計」（平成27年度）
※年度をまたいた工事について、工期に応じた展開は行っていないため、｢建設総合統計｣の出来高とは異なる。
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○ 建設業許可業者数約47万業者のうち、平成26年度に建設工事完成工事高のある業者(※1)は21.6万業者（前年度比
7.9％減少）。そのうち、建設業専業業者（総売上高に占める建設工事完成高の比率が80％以上）は17.9万業者
（前年度比7.2％減少）。 ※建設業許可業者数は平成２８年３月末現在

スーパー(※2)５社

全国展開している大手ゼネコン（４７社）

地域を地盤とする中堅ゼネコン（約２万社）

民間工事プロパー業者
（約９万業者）

経営事項審査受審企業
（約１４万業者）

Ｈ４年度末：約１２万業者
Ｈ11年度末：約２０万業者
Ｈ27年度末：約１４万業者

公共工事元請業者
（約６．０万業者）

Ｈ４年度：約７．０万業者
Ｈ11年度：約８．６万業者
Ｈ27年度：約６．０万業者

専門工事業者
・電気設備、管工事、内装などの専門工事を担い、主に元請企業の下請けとなる業者

本業は別にあるが、本業との関連で建設業の許可を得ている業者
・製造業（機械メーカーが、機械器具設置工事を行うために取得）
・小売業（百貨店や町の電気店が、インテリア製品や家電を販売する際の付帯サービスとして内装工事や電気工事を行うために取得）

完工高のある業者
（約２２万業者）
（うち、専業業者
は約１８万業者）

Ｈ４年度：約２９万（専業２５万）業者
Ｈ11年度：約３１万（専業２６万）業者
Ｈ26年度：約２２万（専業１８万）業者

許可業者
（約４７万業者）

Ｈ４年度末：約５３万業者
Ｈ11年度末：約６０万業者
Ｈ27年度末：約４７万業者

※１：完成工事高のある業者とは、建設工事施工統計調査票に施工実績（１００万円以上)の記載があった業者
※２：完成工事高約１兆円クラス （出所）許可業者数 ：国土交通省「建設業許可業者数調査」

完工高のある業者数 ：国土交通省「建設工事施工統計調査報告」
公共工事元請業者数 ：東日本建設業保証、西日本建設業保証、北海道建設業保証調べ
経営事項審査受審業者数 ：国土交通省調べ

※参考
平成４年度：建設投資のピーク
平成11年度：許可業者数のピーク

建設業許可業者の構成
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統括管理

統括管理

統括管理

統括管理

元請 １次下請 ２次下請以下

施工管理

施工管理

施工管理

施工
管理

施工

施工

施工

施工
施工
管理

施工管理

施工施工 施工

施工 施工

施工施工 施工 施工
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○ かつては、元請が施工の一部を行っていたが、徐々にそれは下請に移行し、専門工事の施工
管理も下請に移行してきている。

元請・下請関係の変化について（概念図）



鉄筋組立 生コン打設型枠設置 脱型

（例）鉄筋をプレハブ化、型枠をプレキャスト化することにより、型枠設置作業等をなくし施工

○効率的な工法による省力化、工期短縮（施工）

（例）各部材の規格（サイズ）を標準化し、定型部材を組み合わせて施工

クレーンで設置

脱型不要鉄筋、型枠の
高所作業なし

中詰めコン打設

©大林組

©三井住友建設

従来方法

現場打ちの効率化

ラーメン構造の高架橋の例

プレキャストの進化
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工法の変化：建設資材の工場製作化 （プレキャストの活用状況）



工場製品の導入の進展

国土交通省所管直轄土木工事（平成24年実績）における
工場製品（プレキャスト等）と現場打ちコンクリートの割合

出典：建設マネジメント技術（2015年8月号）
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その他

販売従事者

管理的職業、事務従事者

技術者

技能労働者

○建設業就業者： 685万人（H9） → 498万人（H22） → 500万人（H27）

○技術者 ： 41万人（H9） → 31万人（H22） → 32万人（H27）

○技能労働者 ： 455万人（H9） →   331万人（H22） →  331万人（H27）

出典：総務省「労働力調査」（暦年平均）を基に国土交通省で算出 （※平成２３年データは、東日本大震災の影響により推計値。）

建設業就業者の内訳
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公共発注者の内訳

国
7.8%

独立行政

法人
7.0%

政府関連

企業等
10.5%

都道府県
17.2%

市区町村
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地方公営
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建築工事における

請負契約額内訳

国
21.1% 独立行政

法人
4.3%

政府関連

企業等
13.3%都道府県

27.3%

市区町村
23.0%
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企業
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その他
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土木工事（注）における

請負契約額内訳

（注）土木工事には、機械装置等工事を含む。
（出所）国土交通省「建設工事受注動態統計調査」（平成27年度）

主に教育施設。

庁舎、病院、公園等も多い。

9



民間発注者の内訳
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0.6%
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建設業 1.4%

製造業 32.9%

電気・ガス・熱

供給・水道業
28.0%

運輸業・郵便

業 16.5%

情報通信業
5.3%

卸売業・小売

業 1.9%

金融業・保険

業 0.4%

不動産業
3.2%

サービス業
7.6%

その他 2.0%

土木工事（注）における

請負契約額内訳

（注）土木工事には、機械装置等工事を含む。
（出所）国土交通省「建設工事受注動態統計調査」（平成27年度）

土木では、主に構内環境整備。

機械装置等工事が多い

（プラント設置など）。
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土木部門職員数推移

出所：総務省「地方公共団体定員管理調査」

○ 地方公共団体における土木部門の職員数は、建設投資ピーク時（H4年度）から約26%減。

区分 平成６年度
平成２６年度
（H６年度比）

普

通

会

計

一般行政

【うち土木】

1,174,514

【193,143】

909,362
（▲22.6）

【139,295】
（▲27.9）

教育
1,281,001 1,024,691

（▲20.0）

警察
253,994 285,751

（12.5）

消防
145,535 159,589

（9.7）

計
2,855,044 2,379,393

（▲16.7)

公営企業等会計
437,448 358,944

（▲17.9）

合計
3,282,492 2,738,337

（▲16.6）

部門別の職員数と増減状況

※「一般行政」･･･総務・企画、税務、農林水産、
土木、福祉関係（民政、衛生）等

※「公営企業等会計」･･･病院、水道、下水道、交通等

（人）

※各年度の職員数はその年度の４月１日現在の職員数

（年度）

公共工事の発注者側の現状

0
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中間・完了検査
申請図書作成

申請
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発注者（建築主）、受注者と設計者、工事管理者、建築主事との関係

発注者（建築主）
受注者

（建設業者）

設計者 工事監理者

建築主事（行政庁）

調査、設計、
申請図書作成

建設工事の請負契約

申請
確認 検査

図書不適合時
の指摘

工事監理
報告書作成

＝建設業法の対象範囲


